
第 83 期 報 告 書
（2017
2018

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

事 業 報 告
連 結 貸 借 対 照 表
連 結 損 益 計 算 書
連結株主資本等変動計算書
連 結 注 記 表
連結計算書類に係る会計監査報告
監 査 等 委 員 会 の 監 査 報 告
貸 借 対 照 表
損 益 計 算 書
株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
個 別 注 記 表
計算書類に係る会計監査報告

宝印刷株式会社 2018年06月12日 15時24分 $FOLDER; 1ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



― 1 ―

事 業 報 告
（2017
2018

年
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４
３
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月
１
31
日から
日まで）

　
１．企業集団の現況に関する事項
⑴ 事業の経過及びその成果
　当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用環境の改善、堅調な設備投資等により景気は
緩やかな回復基調で推移しました。一方、世界経済については、米国では雇用環境の改善を
背景に個人消費を中心に拡大基調が継続し、欧州でも着実に景気回復が進展しました。中国
等新興国においても景気は総じて堅調に推移しましたが、米中間の貿易摩擦の影響が今後懸
念される等、世界経済全体の先行きは依然として不透明な状況にあります。
　このような状況のもと、当社グループにおきましては、収益力のさらなる向上を実現する
ため、高付加価値製品の開発、拡販のほか、既存顧客との関係強化、新規顧客の開拓、取扱
い商材の拡大に努めてまいりました。また、安曇野事業所の閉鎖、喜多方工場の新設等生産
体制の最適化と生産効率の向上にも取り組んでまいりました。
　以上の結果、当連結会計年度の売上高は、7,273百万円（前期比7.8％減）、営業利益244
百万円（前期比19.9％減）となりました。一方、営業外損益において投資有価証券売却益
61百万円を計上したこと等により、経常利益は324百万円（前期比82.3％増）となりまし
た。さらに、特別損益において投資有価証券売却益74百万円、安曇野事業所閉鎖ならびに
業務移管にかかる損失92百万円を計上したこと等から、親会社株主に帰属する当期純利益
は239百万円（前期比51.4％増）となりました。
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セグメント別の概況
　セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

　

セ グ メ ン ト 名 称 売 上 高 前期比増減率 構 成 比
事 務 機 器 2,323百万円 19.5％ 31.8％
光 学 電 子 情 報 機 器 3,054 △15.7 41.8
電 装 機 材 1,552 △22.4 21.2
ソ フ ト ウ ェ ア 開 発 125 17.6 1.9
不 動 産 賃 貸 217 1.5 3.3
合 計 7,273 △7.8 100.0
　
事務機器事業
　当事業の主な製品は、複写機オプション・ユニットやプロッタ、表示パネルであり、事務機
器メーカーからの委託に基づく受託生産を行っております。事務機器分野の市場が縮小するな
か受注活動を強化した結果、売上高は2,323百万円（前期比19.5％増）、セグメント損失52百
万円（前期はセグメント損失94百万円）となりました。

　
光学電子情報機器事業
　当事業の主な製品は、露出計、カラーメーター、OMR（光学式マーク読取装置）及び監視
カメラ等の光学機器、記録計、粘度計等の計測機器であります。昨年販売を開始した露出計
「L-858D」やカラーメーター「スペクトロマスターC-700」の販売が特に北米市場で好調であ
り、また、開発製造受託サービスを行う監視カメラについても新製品の投入に加え、レコーダ
ー等製品ラインナップの拡充を図ったことで、採算性の改善に繋がりました。OMRについて
は、国内市場が成熟化するなか、中東、アジア等海外での販売が順調でしたが、前期開発受託
案件の終了にともない売上高は大幅に減少となりました。
　その結果、売上高は、3,054百万円（前期比15.7％減）、セグメント利益504百万円（前期
比13.2％減）となりました。
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電装機材事業
　当事業の主な製品は、束線加工、基板実装及び医療用カメラの部組み受託であります。中国
子会社での束線加工事業を本格化させるとともに、喜多方工場を新設する等、医療用カメラの
部組み受託事業の生産性改善及び業容拡大に努めましたが、前期に基板実装事業から一部撤退
したこと等から、売上高は大幅に減少となりました。
　その結果、売上高は、1,552百万円（前期比22.4％減）、セグメント損失9百万円（前期は、
セグメント利益54百万円）となりました。

　
ソフトウェア開発事業
　当事業では、受注活動強化の結果、売上高は125百万円(前期比17.6%増)、セグメント利益
は23百万円(前期比160.1%増)となりました。
　
不動産賃貸事業
　当事業では、商業施設等の賃貸により、売上高は217百万円（前期比1.5％増）となり、セ
グメント利益は208百万円（前期比7.5％増）となりました。
　
⑵ 設備投資及び資金調達の状況
　設備投資の状況
　当連結会計年度中に実施した設備投資の総額は276百万円であり、その主なものは、国内
子会社における新工場の建物の取得175百万円、金型の取得49百万円、ソフトウェアの取
得15百万円等であります。
　なお、これらの設備投資に必要な資金は、自己資金でまかなっております。
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⑶ 対処すべき課題
　先行きのわが国経済ですが、国内需要は、きわめて緩和的な金融環境や政府支出による下
支え等を背景に、企業・家計の両部門において所得から支出への前向きの循環メカニズムが
持続するもとで、増加基調をたどると考えられます。
　一方、海外経済は、中国を始めアジア新興国等の経済の先行き、政策に関する不確実性に
よる影響、通商問題の動向、金融資本市場の変動の影響等について留意する必要があるもの
の、緩やかな回復が続くことが期待されます。
　このような状況のなか、当社グループとしては、収益基盤の強化・拡大を図っていくた
め、以下の項目を重点課題として取り組んでまいります。

① 市場トレンドを捉えた新製品の開発と新規顧客開拓の強化
② 当社の独自技術を応用した事業分野の強化
③ 製品原価低減に向けた設計及び部材調達の見直しと部品調達力の強化
④ 事業拡充等のための戦略的アライアンス／アウトソーシングの展開
⑤ 人材の採用強化と育成

　なお、上記重点課題への対応にあたっては、グループ全体の経営資源を最適に配分し、迅
速且つ機動的な事業運営に努めてまいります。

　
⑷ 企業集団の財産及び損益の状況

区分 第80期
（2014年度）

第81期
（2015年度）

第82期
（2016年度）

第83期（当期）
（2017年度）

売 上 高 （百万円） 9,035 9,065 7,887 7,273
経 常 利 益 （△ は 損 失） （百万円） 329 △86 177 324
親会社株主に帰属する
当期純利益（△は当期純損失） （百万円） 71 △338 158 239

１株当たり当期純利益
（△ は 当 期 純 損 失） （円） 41.95 △197.69 92.52 140.11

総 資 産 （百万円） 9,525 8,635 8,468 8,151
純 資 産 （百万円） 5,539 5,015 5,350 5,506

（注）当社は、2016年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合を持って株式併合を実施しております。
１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額については、第80期の期首に当該株式併合が行わ
れたと仮定し算定しております。
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⑸ 重要な子会社の状況
① 子会社との関係

会 社 名 資 本 金 当 社 の
出 資 比 率 主 要 な 事 業 内 容

株 式 会 社 セ コ ニ ッ ク 350百万円 100.00％ 事務機器、光学電子情報機器、電装機材
株式会社セコニック通商 30百万円 100.00％ 光学電子情報機器
株式会社セコニック技研 50百万円 60.00％ ソフトウェア開発
株式会社セコニック電子 140百万円 100.00％ 光学電子情報機器、電装機材
賽 科 尼 可 有 限 公 司 54,609千香港ドル 100.00％ 事務機器、光学電子情報機器、電装機材

賽科尼可電子（常熟）有限公司 12,870千米ドル 93.94％
（12.04％） 事務機器、光学電子情報機器、電装機材

恵州賽科尼可科技有限公司 2,100千米ドル 100.00％
（100.00％） 事務機器、光学電子情報機器、電装機材

　

（注）⒈「当社の出資比率」の（ ）内は、間接所有割合であります。
⒉深圳賽科尼可高科技有限公司は、2018年３月28日に清算手続きを結了しております。

　
② 特定完全子会社に関する事項
イ．特定完全子会社の名称及び住所
名称：株式会社セコニック
住所：東京都練馬区大泉学園町七丁目24番14号

ロ．特定完全子会社の株式の帳簿価額
　 1,864百万円

ハ．当社の総資産額
5,932百万円
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⑹ 主要な事業内容（2018年３月31日現在）
　当社グループの事業内容は次のとおりであります。

　

区 分 事 業 の 内 容

事 務 機 器 複写機周辺機器（オプション・ユニット）、プロッタ、
表示パネル等の製造及び販売

光 学 電 子 情 報 機 器 露出計、カラーメーター、照度計、光学式マーク読取装置（ＯＭＲ）、監視
カメラ、記録計、温湿度記録計、粘度計等の製造及び販売

電 装 機 材 基板実装、束線、無機エレクトロ・ルミネッセンス（ＥＬ）等の製造及び販
売

ソ フ ト ウ ェ ア 開 発 ソフトウェア開発・販売、ソフトウェアの技術者の派遣
不 動 産 賃 貸 商業施設の賃貸
　
⑺ 主要な事業所（2018年３月31日現在）
① 当社の主要な事業所

本 社 東京都世田谷区
　
② 主要な子会社の事業所

　

株 式 会 社 セ コ ニ ッ ク
本社（東京都練馬区）
池尻事業所（東京都世田谷区）
安曇野事業所（長野県北安曇郡）

株 式 会 社 セ コ ニ ッ ク 通 商 東京都世田谷区
株 式 会 社 セ コ ニ ッ ク 技 研 東京都世田谷区

株 式 会 社 セ コ ニ ッ ク 電 子

福島事業所
　沢田工場（福島県南会津郡）
　田島工場（福島県南会津郡）
　喜多方工場（福島県喜多方市）
函館事業所（北海道函館市）

賽 科 尼 可 有 限 公 司 中国香港
賽 科 尼 可 電 子 （常 熟） 有 限 公 司 中国江蘇省常熟市
恵 州 賽 科 尼 可 科 技 有 限 公 司 中国広東省恵州市
（注）⒈株式会社セコニック安曇野事業所は、2018年４月末までに閉鎖及び業務移管をいたしました。
　 ⒉深圳賽科尼可高科技有限公司は、2018年３月28日に清算手続きを結了しております。
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⑻ 従業員の状況（2018年３月31日現在）
① 企業集団の従業員の状況
セ グ メ ン ト の 名 称 従 業 員 数 前連結会計年度末比増減
事 務 機 器 121名 （4名） 53名減 （2名増）
光 学 電 子 情 報 機 器 131名 （11名） 10名減 （16名減）
電 装 機 材 164名 （60名） 31名増 （8名減）
ソ フ ト ウ ェ ア 開 発 25名 （1名） 3名増 （1名増）
全 社 （共 通） 22名 （4名） 1名減 （2名増）
合 計 463名 （80名） 30名減 （19名減）

　

（注）1.従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は、年間の平均人員を（ ）内に外数で記載しております。
　 2.事務機器及び電装機材における従業員数の増減理由は、主として恵州賽科尼可科技有限公司における
　 事務機器受託生産の減少及び束線加工事業の本格化に対応した人員の異動によるものです。
　
② 当社の従業員の状況

　

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数
18名（2名） 1名減 （0名） 49.6歳 4.0年

　

（注）従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は、年間の平均人員を（ ）内に外数で記載しております。
　
⑼ 主要な借入先の状況（2018年３月31日現在）
① 当社の主要な借入先及び借入額

　

借 入 先 借 入 額
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 214百万円
株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行（現 株式会社三菱ＵＦＪ銀行） 110
　
② 子会社の主要な借入先及び借入額（賽科尼可有限公司）

　

借 入 先 借 入 額
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 276百万円
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２．会社の株式に関する事項（2018年３月31日現在）
⑴ 発行可能株式総数 4,000,000株
⑵ 発行済株式の総数 1,711,838株（自己株式168,162株を除く。）
⑶ 株主数 2,376名
⑷ 大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
Ｍ Ｕ Ｔ Ｏ Ｈ ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 330千株 19.28%
Ｔ Ｃ Ｓ ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 300 17.53
Ｃ Ｂ Ｃ 株 式 会 社 43 2.54
オ リ ン パ ス 株 式 会 社 42 2.46
株 式 会 社 い な げ や 40 2.34
栗 本 英 有 38 2.24
ハ ヤ カ ワ イ ン タ ー ナ シ ョ ナ ル 有 限 会 社 35 2.04
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 32 1.89
株 式 会 社 教 育 ソ フ ト ウ ェ ア 30 1.75
日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 27 1.63

　

（注）持株比率は、自己株式（168,162株）を控除して算出しています。
　
　

宝印刷株式会社 2018年06月12日 15時24分 $FOLDER; 9ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



― 9 ―

３．会社役員に関する事項
⑴ 取締役の氏名等（2018年３月31日現在）

　

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

取 締 役 会 長 髙 山 允 伯

ＴＣＳホールディングス株式会社代表取締役社長
ＭＵＴＯＨホールディングス株式会社取締役
株式会社セコニック取締役会長
株式会社セコニック技研代表取締役社長
ＮＣホールディングス株式会社取締役会長
明治機械株式会社取締役会長

代 表 取 締 役 社 長 馬 場 芳 彦 株式会社セコニック代表取締役社長
株式会社セコニック通商代表取締役社長

取 締 役 原 田 博 司 開発技術本部長
株式会社セコニック取締役

取 締 役 鈴 木 章 浩

営業統括本部長
株式会社セコニック取締役
株式会社セコニック通商取締役
株式会社セコニック電子取締役
明治機械株式会社取締役（監査等委員）
アンドール株式会社取締役（監査等委員）

取 締 役 土 井 次 郎
恵州賽科尼可科技有限公司董事長
賽科尼可有限公司董事
賽科尼可電子(常熟)有限公司董事

取 締 役 坂 本 俊 弘 ＴＣＳホールディングス株式会社取締役
ＭＵＴＯＨホールディングス株式会社取締役会長

取 締 役 小 林 裕 輔 ＭＵＴＯＨホールディングス株式会社取締役

取 締 役
（常勤監査等委員） 平 林 純 一 株式会社セコニック監査役

株式会社セコニック電子監査役
取 締 役
（監 査 等 委 員） 村 田 憲 司 村田公認会計士事務所 所長

取 締 役
（監 査 等 委 員） 大 串 章

豊栄実業株式会社取締役
医療システムズ株式会社社外監査役
金融システムソリューションズ株式会社社外監査役
ＴＣＳビジネスアソシエ株式会社社外監査役

　

（注）⒈取締役会長の髙山允伯氏は、2018年５月11日に逝去により退任いたしました。
⒉2017年６月29日開催の第82回定時株主総会において、土井次郎氏が取締役に新たに選任され、同日
就任いたしました。
⒊取締役（監査等委員）村田憲司氏及び取締役（監査等委員）大串章氏は、社外取締役であります。
⒋取締役（監査等委員）村田憲司氏につきましては、東京証券取引所に対し、独立役員として届け出てお
ります。
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⒌取締役（監査等委員）村田憲司氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度
の知見を有するものであります。
⒍当社では、業務執行取締役等へのヒアリングや内部監査部門等からの報告受領、子会社の調査等による
情報の把握及び各種会議への出席を継続的・実効的に行うため、常勤の監査等委員を置いております。
⒎2018年３月31日現在の執行役員は以下のとおりであります。

　

氏 名 担当及び重要な兼職の状況

佐 藤 重 朗 管理本部長
株式会社セコニック技研取締役

加 藤 明 夫 事業戦略本部 事業推進部長
株式会社セコニック通商取締役

澤 井 健 司 営業統括本部 営業部長
　
⑵ 責任限定契約の内容の概要
　当社と監査等委員である各取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423
条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額
としております。

　
⑶ 取締役の報酬等の額

　

区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 額
取締役（監査等委員を除く）
（うち社外取締役）

7名
（－名）

31百万円
（－百万円）

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

2名
（ 1名）

4百万円
（ 2百万円）

合 計
（うち社外取締役）

9名
（ 1名）

36百万円
（ 2百万円）

　

（注）⒈上記の支給人員及び報酬等の額には、2018年５月11日に逝去により退任した取締役１名が含まれてお
ります。

　 ⒉取締役（監査等委員である取締役を含む。）の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含
まれておりません。
⒊取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬限度額は、2015年６月26日開催の第80回定時株主
総会において年額108百万円以内と決議いただいております。
⒋監査等委員である取締役の報酬限度額は、2015年６月26日開催の第80回定時株主総会において年額
36百万円以内と決議いただいております。
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⑷ 社外役員に関する事項
① 重要な兼職先と当社との関係
・取締役（監査等委員）村田憲司氏は、村田公認会計士事務所の所長を兼務しておりま
す。なお、当社と村田公認会計士事務所との間に重要な取引関係はありません。

・取締役（監査等委員）大串章氏は、豊栄実業株式会社取締役、医療システムズ株式会社
社外監査役、金融システムソリューションズ株式会社社外監査役、ＴＣＳビジネスアソ
シエ株式会社社外監査役を兼務しております。医療システムズ株式会社及び金融システ
ムソリューションズ株式会社は当社の大株主であるＴＣＳホールディングス株式会社の
子会社であります。また、豊栄実業株式会社及びＴＣＳビジネスアソシエ株式会社は、
当社の取締役であった髙山允伯の親族が経営する会社であります。なお、当社と各社と
の間に重要な取引関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況
活 動 状 況

取締役（監査等委員）
村 田 憲 司

当事業年度開催の取締役会８回のうち８回全てに出席し、また、監査等委員会
12回のうち12回全てに出席し、主に公認会計士としての専門的見地から発言を
行っております。

取締役（監査等委員）
大 串 章

当事業年度開催の取締役会８回のうち５回に出席し、また、監査等委員会12回の
うち12回全てに出席し、客観的な立場から業績やその他経営の状況について適宜
必要な発言を行っております。

　

（注）上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第26条の規定に基づき、取締役会決議が
あったものとみなす書面決議が８回ありました。
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４．会計監査人の状況
⑴ 会計監査人の名称
新日本有限責任監査法人

　
⑵ 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

　

区 分 支払額
① 当事業年度に係る会計監査人としての報酬 35百万円
② 当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 35百万円

　

（注）⒈当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監
査報酬の額を区分しておりませんので、①の金額には金融商品取引法に基づく監査の報酬等の額を含め
て記載しております。
⒉監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠な
どが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の
判断をいたしました。

　
⑶ 非監査業務の内容
　該当する事項はありません。

　
⑷ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断し
た場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定い
たします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められる場合、
監査等委員会は監査等委員全員の同意により解任することができるものとします。この場
合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会において、会
計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。
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５．会社の体制及び方針
⑴ 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他当社の業
務並びに当社及び子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するための体制
① 当社及び当社子会社の取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを
確保するための体制
・取締役及び従業員は、当社が定める行動基準に基づいて、業務及び職務の執行にあたる
ものとする。
・当社は、取締役及び従業員に法令・定款の遵守を徹底するため、コンプライアンスに係
る統括機能を管理部門及び会議体に持たせ、グループ全体のコンプライアンス体制の整
備及び問題点の把握に努め、重要な意思決定を行う事項については、事前にその法令及
び定款への適合性を調査、検討することにより取締役及び従業員の職務の適合性を確保
する体制を構築する。
・当社は、法令違反等不正行為の早期発見・是正に努めるため、公益通報・相談窓口を設
置する。また、公益通報者等が通報または相談したことを理由とした、いかなる不利な
取扱いも行わない。
・当社は、反社会的勢力及び団体に対しては、毅然として対応し一切の関係を遮断する。
② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
・当社は、取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理については、情報の内容に応じ
て保存及び管理の責任部署を社内規程において定める。
・責任部署は、取締役の職務の執行に係る情報を適切に記録し、法令及び文書管理規程等
の社内規程に基づいて、定められた期間、厳正に保管及び管理するとともに取締役及び
監査等委員からの閲覧要請に速やかに対応する。

③ 当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・当社は、リスク管理委員会規程を定め、当社グループに危機管理の必要性が発生または
危機管理の可能性のある情報を入手した場合は、迅速に詳細情報収集及び情報提供並び
に対策を講じ、危機（リスク）を最小限にとどめ、または危機回避に努める。
・当社は、不測の事態が発生した場合には、リスク管理委員会規程の定めに基づき、当該
担当役員を本部長とする危機管理対策本部を設置し、迅速な対応を行う。
・当社は、当社グループ全体の業績等に重大な影響を及ぼすおそれのある事項について
は、取締役及び担当部門長から構成される会議体等において慎重に検討・審議の上、円
滑な諸施策の遂行に努める。
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④ 当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体
制
・当社は、執行役員制度の採用により、経営の意思決定機能と業務執行機能を分離し、取
締役の職務執行の効率化を図るとともに、機動的で質の高い業務執行体制を構築する。
・取締役は、定期的に開催される取締役会及びグループ全体会議を通じて、経営目標や事
業計画の達成に向けた業務執行の状況を管理するとともに、それぞれの役割、権限に基
づき、各部門が遂行すべき具体的な施策を立案し実行する。
・通常の職務遂行については、権限規程に基づき各役職員の権限と責任を明確にし、効率
的な職務の執行を図るものとする。

⑤ 当社及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
・当社は、当社子会社の取締役または監査役を当社から派遣し、当社子会社の取締役の職
務執行の監視、監督または監査を行う。
・当社は、子会社の経営について、その自主性を尊重しつつ、事業の状況に関する定期的
な報告と重要事項についての事前協議を当社グループの横断的会議体において行う。

⑥ 当社の監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び従業員に関する事項
・監査等委員会が求めた場合、監査等委員の職務を補助する専任スタッフを配置するとと
もに、関係各部門がサポートする。

⑦ 前号の従業員の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性及び当該使用
人に対する指示の実効性の確保に関する事項
・上記の従業員の人事異動、人事評価、懲戒処分等については、監査等委員会の承認を得
なければならないものとする。

⑧ 当社及び当社子会社の取締役及び従業員が当社の監査等委員会または監査等委員に報告
をするための体制その他の当社の監査等委員会または監査等委員への報告に関する体制
・監査等委員または子会社の監査役は、取締役会、その他重要な会議に出席し、また、重
要な決裁書類及び関係資料を閲覧する。
・取締役及び従業員は、重大な法令または定款違反及び不正な行為並びに当社グループに
著しい損害を及ぼすおそれのある事実を知ったときは、遅滞なく監査等委員会または監
査等委員に報告する。また、監査等委員会または監査等委員は、いつでも必要に応じて
取締役及び従業員に対し報告を求めることができる。
・取締役及び従業員が監査等委員会または監査等委員に報告を行ったことを理由とした、
いかなる不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グループの取締役及び従業員
に周知徹底する。
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⑨ 当社の監査等委員の職務執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続きその他の
当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
・取締役は監査等委員による監査に協力し、監査にかかる費用については、監査の実行を
担保するべく予算を措置する。
・取締役は、監査等委員が監査の実施のために弁護士、公認会計士その他社外の専門家に
対して助言を求めるまたは調査、鑑定その他の事務を委託する等所要の費用を請求する
ときは、当該請求に係る費用が監査等委員の職務の執行に必要でないと認められる場合
を除き、速やかに応じるものとする。

⑩ その他当社の監査等委員の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・監査等委員会は、代表取締役社長並びに会計監査人及び内部統制・監査室とそれぞれ定
期的に会合を持って意見及び情報の交換を行う。
・当社は、監査等委員会が、独自に弁護士との顧問契約を締結し、または、必要に応じて
専門の弁護士、公認会計士等の助言を受ける機会を保障する。

　
⑵ 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当期における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりであり
ます。
① 当期は、16回の取締役会（書面開催含む）を開催し、経営方針及び経営戦略に係る重
要事項の決定並びに各取締役の業務執行状況の監督を行いました。また、取締役の職務
執行は、取締役会規程等に基づき、権限と責任の明確化を図り、効率的な業務執行を行
っております。

② 監査等委員会は、当期は12回開催され、決定した監査方針及び監査計画等に基づき、
当社及び当社子会社の監査を実施するとともに、必要に応じて監査法人と監査の進捗状
況、実施上の問題点などについて情報交換や相互連携を図りました。また、常勤監査等
委員は、重要な会議へ出席するほか、代表取締役との定期的な情報交換や、内部統制・
監査室を通じた各部門に対するヒアリング・調査により、取締役の業務執行状況や法令
等の遵守状況について監査・監督をいたしました。

③ 法令遵守を徹底する取り組みとして、当社グループの取締役、執行役員、監査役に対し
ては法務部門による勉強会を開催いたしました。従業員に対しては情報セキュリティ研
修をパート社員、派遣社員を含めた全社員に対し実施しております。さらにコンプライ
アンスの徹底を図る社内報を毎月配布する等の取り組みを継続して行っております。
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④ リスク管理委員会規程に基づき、取締役、グループ会社の取締役が出席する会議体を定
期的に開催し、リスクの把握、評価、対応等を行いました。

　
⑶ 株式会社の支配に関する基本方針
　当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針につ
いては、特に定めておりません。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注）本事業報告中の記載金額及び株式数については、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2018年３月31日現在）

（単位：百万円）
　

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 5,100 流 動 負 債 2,164
現 金 及 び 預 金 1,637 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 900
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 1,815 短 期 借 入 金 728
商 品 及 び 製 品 290 １年内返済予定長期借入金 92
仕 掛 品 203 未 払 法 人 税 等 33
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 898 未 払 費 用 97
繰 延 税 金 資 産 63 賞 与 引 当 金 41
そ の 他 の 流 動 資 産 190 工 場 閉 鎖 損 失 引 当 金 30
貸 倒 引 当 金 △0 そ の 他 の 流 動 負 債 239
固 定 資 産 3,051 固 定 負 債 480
有 形 固 定 資 産 1,610 長 期 借 入 金 26
建 物 及 び 構 築 物 761 長 期 預 り 保 証 金 107
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 53 繰 延 税 金 負 債 135
土 地 708 退 職 給 付 に 係 る 負 債 178
その他の有形固定資産 87 そ の 他 の 固 定 負 債 31
無 形 固 定 資 産 50 負 債 合 計 2,645
投 資 そ の 他 の 資 産 1,391 （純 資 産 の 部）
投 資 有 価 証 券 1,347 株 主 資 本 5,045
長 期 貸 付 金 2 資 本 金 1,609
繰 延 税 金 資 産 5 資 本 剰 余 金 1,850
そ の 他 の 投 資 等 62 利 益 剰 余 金 1,821
貸 倒 引 当 金 △26 自 己 株 式 △235

その他の包括利益累計額 413
その他有価証券評価差額金 363
為 替 換 算 調 整 勘 定 65
退職給付に係る調整累計額 △14
非 支 配 株 主 持 分 46
純 資 産 合 計 5,506

資 産 合 計 8,151 負 債 ・ 純 資 産 合 計 8,151
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連 結 損 益 計 算 書

（2017
2018

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：百万円）
　

科 目 金 額
売 上 高 7,273
売 上 原 価 5,675
売 上 総 利 益 1,597

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,352
営 業 利 益 244

営 業 外 収 益
受 取 利 息 1
受 取 配 当 金 20
投 資 有 価 証 券 売 却 益 61
為 替 差 益 12
そ の 他 の 営 業 外 収 益 24 119

営 業 外 費 用
支 払 利 息 16
ア レ ン ジ メ ン ト フ ィ ー 15
そ の 他 の 営 業 外 費 用 8 40
経 常 利 益 324

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 0
投 資 有 価 証 券 売 却 益 74
為 替 換 算 調 整 勘 定 取 崩 益 16 90

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 0
減 損 損 失 1
工 場 閉 鎖 損 失 61
工 場 閉 鎖 損 失 引 当 金 繰 入 額 30 95

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 320
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 34
法 人 税 等 調 整 額 39 73
当 期 純 利 益 246
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 6
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 239
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連結株主資本等変動計算書
　

（2017年４月１日から2018年３月31日まで）
（単位：百万円）

　

株 主 資 本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,609 1,850 1,616 △235 4,840
当 期 変 動 額
　剰 余 金 の 配 当 △34 △34
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 239 239

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当 期 変 動 額 合 計 ― ― 205 △0 205
当 期 末 残 高 1,609 1,850 1,821 △235 5,045
　

（単位：百万円）
　

その他の包括利益累計額
非支配株主
持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算
調整勘定

退職給付に
係る調整
累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 427 80 △37 469 40 5,350
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △34
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 239

自 己 株 式 の 取 得 △0
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額） △64 △14 22 △55 6 △49

当 期 変 動 額 合 計 △64 △14 22 △55 6 155
当 期 末 残 高 363 65 △14 413 46 5,506
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連 結 注 記 表
　

　
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
１．連結の範囲に関する事項
１）連結子会社の数及び連結子会社名
連結子会社は、下記の７社であります。
株式会社セコニック
株式会社セコニック通商
株式会社セコニック技研
株式会社セコニック電子
賽科尼可有限公司
賽科尼可電子（常熟）有限公司
恵州賽科尼可科技有限公司

２）連結の範囲の変更
深圳賽科尼可高科技有限公司は、2018年３月28日に清算手続きを結了したため、連結の範囲から除外
しております。なお、清算結了日までの損益計算書について連結をしております。

２．持分法の適用に関する事項
１）持分法適用会社数及びその会社名
該当会社はありません。

２）持分法を適用しない会社数及びその会社名
該当会社はありません。

３．連結子会社の事業年度に関する事項
連結子会社のうち、賽科尼可電子（常熟）有限公司及び恵州賽科尼可科技有限公司の決算日は12月31日
であります。
連結計算書類の作成にあたっては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しておりま
す。
なお、その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。
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４．会計方針に関する事項
１）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券
その他有価証券
時価のあるもの…………決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定）

時価のないもの…………移動平均法による原価法
② デリバティブ取引により生ずる債権及び債務
時価法

③ 棚卸資産
総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

２）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産……………定率法

ただし、1998年４月１日以降取得した建物、2016年４月１日以降に取得し
た建物附属設備及び構築物、並びに海外連結子会社は、定額法によっており
ます。

② 無形固定資産……………定額法
ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期
間（５年）に基づく定額法によっております。

③ リース資産………………（所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産）
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっておりま
す。
（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法によっ
ております。

３）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収
不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金………………従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計年度に負
担すべき額を計上しております。

③ 工場閉鎖
　 損失引当金

………………連結子会社の工場閉鎖に伴い発生する損失に備えるため、当該損失見込額の
うち当連結会計年度に負担すべき額を計上しております。
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４）退職給付に係る会計処理の方法
・退職給付見込額の期間帰属方法
当社及び一部の国内連結子会社については、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を連結会
計年度末までの期間に帰属させる方法については、期間定額基準によっております。
・数理計算上の差異の処理方法
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（７年）による按分額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。また、
未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計
額の退職給付に係る調整累計額として計上しております。

５）その他連結計算書類作成のための重要な事項
① 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

② 連結納税制度の適用
当社及び国内の一部連結子会社は、連結納税制度を適用しております。

　５．表示方法の変更
・投資有価証券売却益に関する変更
従来、「特別利益」及び「特別損失」に表示しておりました「投資有価証券売却益」及び「投資有価
証券売却損」は、投資有価証券の一部について、保有目的を政策投資から純投資に変更したことに伴
い、売買の実態をより適切に表示するために、当連結会計年度より「営業外収益」及び「営業外費
用」に表示することといたしました。

　６．会計上の見積りの変更
・数理計算上の差異の費用処理年数の変更
数理計算上の差異の費用処理年数については、従業員の平均残存勤務期間の短縮に伴い、一定の年数
の見直しを行った結果、当連結会計年度より８年から７年に短縮しております。なお、この変更によ
る影響額は軽微であります。
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連結貸借対照表に関する注記
１．担保資産及び担保付債務
１）担保資産

建物及び構築物 229百万円
土地 266百万円

２）担保付債務
長期預り保証金 130百万円
（うち１年以内に償還する長期預り保証金 22百万円）

３）上記のほか、現金及び預金（定期預金）24百万円を取引金融機関との為替予約取引の担保として差し入
れております。

２．短期借入金の一部に係るコミットメントライン契約及び当座貸越契約、並びに財務制限条項
当社は、運転資金の効率かつ安定的な調達を行うため取引銀行とコミットメントライン契約及び当座貸越
契約を締結しております。当連結会計年度末におけるそれぞれの借入実行残高等の内訳は以下のとおりで
す。
（コミットメントライン契約）

コミットメントライン総額 1,500百万円
借入実行残高 202百万円
差引額 1,297百万円

なお、上記借入金実行残高には、財務制限条項が付されており、下記のいずれかに該当した場合、一括
返済が求められる可能性があります。
①各連結会計年度末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額を、2017年３月期
末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％に相当する金額、又は直近の
連結会計年度末日における純資産の部の75％に相当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に
維持すること。
②各事業年度の連結損益計算書における営業損益を２期連続して損失としないこと。

（当座貸越契約）
当座貸越契約極度額 680百万円
借入実行残高 110百万円
差引額 570百万円

なお、上記借入金実行残高には、財務制限条項が付されており、下記に該当した場合、本当座貸越契約
を新たに利用することができなくなる可能性があります。
・各連結会計年度末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額を、2017年３月期
末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の80％に相当する金額、又は直近の
連結会計年度末日における純資産の部の80％に相当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に
維持すること。

３．有形固定資産の減価償却累計額 4,744百万円
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連結損益計算書に関する注記
１．減損損失
用 途
（事業セグメント） 場 所 種 類 減 損 損 失

（百万円）

遊 休 資 産 株式会社セコニック電子函館事業所
（北海道函館市） 土 地 0

生 産 設 備
（事 務 機 器）

恵州賽科尼可科技有限公司
（中国広東省恵州市） 建物及び構築物 1

計 1

当社グループは、主に事業拠点を基準に資産のグルーピングを実施しております。
当連結会計年度においては、収益性が著しく下落した遊休資産及び事業用資産について、帳簿価額を回収
可能額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しました。
なお、当該資産の回収可能額は、鑑定評価額を基に合理的な調整を行って算定した正味売却価額等を使用
しております。

２．工場閉鎖損失及び工場閉鎖損失引当金繰入額
連結子会社の工場閉鎖に伴い発生する損失に備えるため、当該損失見込額を工場閉鎖損失引当金繰入額と
して30百万円を計上するとともに、既に当連結会計年度末までに確定した損失61百万円については工場
閉鎖損失として計上いたしました。

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式に関する事項
株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末
普 通 株 式 1,880,000株 ― 株 ― 株 1,880,000株

２．剰余金の配当に関する事項
１）当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項
2017年６月29日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。
・普通株式の配当に関する事項

①配当金の総額 34百万円
②配当の原資 利益剰余金
③１株当たりの配当額 20円
④基準日 2017年３月31日
⑤効力発生日 2017年６月30日
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２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
2018年６月28日開催の定時株主総会において、次のとおり付議する予定であります。
・普通株式の配当に関する事項
①配当金の総額 34百万円
②配当の原資 利益剰余金
③１株当たりの配当額 20円
④基準日 2018年３月31日
⑤効力発生日 2018年６月29日

金融商品の状況に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
１）金融商品に対する取り組み方針
当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入に
よる方針です。デリバティブは、外国為替相場の変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は
行いません。

２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては、
当社グループの与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行っております。投資有価
証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、業務上の関係を有する企業の株式等で
あり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。
営業債務である支払手形及び買掛金は、半年以内の支払期日です。
借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資に係る資
金調達です。長期借入金の金利は、全て固定金利となっており、金利の変動リスクはございません。
また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社グループでは、各社が月次に資金
繰計画を作成するなどの方法により管理しています。
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２．金融商品の時価等に関する事項
2018年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

（単位：百万円）
　

連結貸借対照表計上額 時価 差額

（1）現 金 及 び 預 金 1,637 1,637 ―

（2）受取手形及び売掛金 1,815 1,815 ―

（3）投 資 有 価 証 券

そ の 他 有 価 証 券 1,347 1,347 ―

資 産 計 4,800 4,800 ―
（4）支払手形及び買掛金 900 900 ―
（5）短 期 借 入 金 728 728 ―

（6）長 期 借 入 金 ※ 119 119 0

負 債 計 1,748 1,748 0
　
※ １年以内に返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めております。
（注）金融商品の時価の算定方法

資 産
（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳
簿価額によっております。

（3）投資有価証券
これらの時価については、株式は取引所の価格によっております。

負 債
（4）支払手形及び買掛金、（5）短期借入金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳
簿価額によっております。

（6）長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借り入れを行った場合に想定される
利率で割引いて算出する方法によっております。
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賃貸等不動産に関する注記
当社及び一部の子会社では、埼玉県等において、賃貸用の商業施設等（土地を含む）を有しております。
2018年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は177百万円（賃貸収益は主として売上高に、主
な賃貸費用は売上原価に計上）であります。
また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。なお、以
下の明細には、練馬区等に有する遊休地等を含んでおります。

　

連結貸借対照表計上額
当期末の時価

当期首残高 当期増減額 当期末残高

732百万円 △14百万円 718百万円 2,038百万円

（注）1. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額でありま
す。

2. 賃貸等不動産の減少額は、減価償却費が13百万円、減損損失が0百万円であります。
3. 当期末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価基準に基づく金額（指標等を用いて調整
を行ったものを含む）であります。

１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 3,189円48銭
２．１株当たり当期純利益 140円11銭

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

その他の注記
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2018年５月23日

株式会社セコニックホールディングス
取 締 役 会 御 中

新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 加 藤 敦 貞 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 石 井 広 幸 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社セコニックホールディングスの2017年
４月１日から2018年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益
計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、株式会社セコニックホールディングス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る
期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

宝印刷株式会社 2018年06月12日 15時24分 $FOLDER; 29ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



― 29 ―

　監査等委員会の監査報告
監 査 報 告 書

　当監査等委員会は、株式会社セコニックホールディングスの2017年４月１日から2018年３月31日まで
の第83期事業年度における取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下の
とおり報告いたします。
１．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容
並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその
構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、
下記の方法で監査を実施いたしました。
①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部監査部門と連携の上、重要な会
議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を
求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしま
した。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要
に応じて子会社から事業の報告を受けました。
②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、
会計監査人から『職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制』（会社計算規則第131条各
号に掲げる事項）を『監査に関する品質管理基準』（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って
整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
　以上の方法に基づき、当該事業年度に係わる事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対
照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
２．監査の結果
⑴事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めま
す。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められませ
ん。
③内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められま
せん。

⑵計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
⑶連結計算書類の監査結果
　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2018年５月23日
株式会社セコニックホールディングス 監査等委員会

常勤監査等委員 平 林 純 一 ㊞
監 査 等 委 員 村 田 憲 司 ㊞
監 査 等 委 員 大 串 章 ㊞

（注）監査等委員村田憲司及び大串章は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役で
あります。
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貸 借 対 照 表
（2018年３月31日現在）

（単位：百万円）
　

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 809 流 動 負 債 506
現 金 及 び 預 金 331 短 期 借 入 金 312
売 掛 金 2 １年内返済予定長期借入金 92
短 期 貸 付 金 400 未 払 金 24
未 収 入 金 12 未 払 費 用 6
そ の 他 の 流 動 資 産 62 未 払 法 人 税 等 18
貸 倒 引 当 金 △0 未 払 消 費 税 等 2
固 定 資 産 5,123 １年内長期預り保証金 22
有 形 固 定 資 産 678 そ の 他 の 流 動 負 債 26
建 物 及 び 構 築 物 330 固 定 負 債 292
工 具 器 具 備 品 0 長 期 借 入 金 26
土 地 347 長 期 預 り 保 証 金 107
無 形 固 定 資 産 4 長 期 前 受 収 益 19
ソ フ ト ウ ェ ア 4 繰 延 税 金 負 債 131
投 資 そ の 他 の 資 産 4,440 退 職 給 付 引 当 金 6
投 資 有 価 証 券 1,208 負 債 合 計 799
関 係 会 社 株 式 2,871 （純 資 産 の 部）
関 係 会 社 出 資 金 270 株 主 資 本 4,806
そ の 他 の 投 資 等 89 資 本 金 1,609
破 産 更 生 債 権 等 10 資 本 剰 余 金 1,865
貸 倒 引 当 金 △10 資 本 準 備 金 1,548

そ の 他 資 本 剰 余 金 316
利 益 剰 余 金 1,566
利 益 準 備 金 171
そ の 他 利 益 剰 余 金 1,394
配 当 準 備 積 立 金 333
買 換 資 産 積 立 金 25
別 途 積 立 金 923
繰 越 利 益 剰 余 金 113

自 己 株 式 △235
評 価 ・ 換 算 差 額 等 327
その他有価証券評価差額金 327
純 資 産 合 計 5,133

資 産 合 計 5,932 負 債 ・ 純 資 産 合 計 5,932
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損 益 計 算 書

（2017
2018

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 264
売 上 原 価 43
売 上 総 利 益 221

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 213
営 業 利 益 8

営 業 外 収 益
受 取 利 息 5
受 取 配 当 金 19
投 資 有 価 証 券 売 却 益 34
そ の 他 の 営 業 外 収 益 0 58

営 業 外 費 用
支 払 利 息 6
ア レ ン ジ メ ン ト フ ィ ー 15
そ の 他 営 業 外 費 用 2 23
経 常 利 益 43

特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 74 74
税 引 前 当 期 純 利 益 117
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 23
法 人 税 等 調 整 額 △3 19
当 期 純 利 益 98
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株主資本等変動計算書
　

（2017年４月１日から2018年３月31日まで）
（単位：百万円）

　

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準備金

その他
資 本
剰余金

資 本
剰余金
合 計

利 益
準備金

その他利益剰余金
利 益
剰余金
合 計

配 当
準 備
積立金

買 換
資 産
積立金

別 途
積立金

繰 越
利 益
剰余金

当 期 首 残 高 1,609 1,548 316 1,865 171 333 25 923 49 1,502
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △34 △34
当 期 純 利 益 98 98
自己株式の取得
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ― ― ― ― ― 63 63
当 期 末 残 高 1,609 1,548 316 1,865 171 333 25 923 113 1,566
　

（単位：百万円）
　

株 主 資 本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本合計
その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △235 4,742 400 400 5,142
当 期 変 動 額
　剰 余 金 の 配 当 △34 △34
当 期 純 利 益 98 98
自己株式の取得 △0 △0 △0
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △72 △72 △72

当 期 変 動 額 合 計 △0 63 △72 △72 △8
当 期 末 残 高 △235 4,806 327 327 5,133
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個 別 注 記 表
　

　
重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．有価証券の評価基準及び評価方法
１）子会社株式…………………移動平均法による原価法
２）その他有価証券
①時価のあるもの……………決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）
②時価のないもの……………移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却方法
有形固定資産………………定率法

ただし、1998年４月１日以降取得した建物、並びに2016年４月１日以降に
取得した建物附属設備及び構築物については定額法によっております。

無形固定資産………………定額法
ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期
間（５年）に基づく定額法によっております。

３．引当金の計上基準
１）貸倒引当金…………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収
不能見込額を計上しております。
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２）退職給付引当金……………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき、計上しております。
・退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、
期間定額基準によっております。
・数理計算上の差異の処理方法
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（７年）による按分額をそれぞれ発生の翌事業年度
より費用処理しております。
計算書類において、未認識数理計算上の差異の貸借対照表における取扱い
が連結計算書類と異なっております。個別貸借対照表上、退職給付債務に
未認識数理計算上の差異を加減した額から、年金資産の額を控除した額を
退職給付引当金に計上しております。

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
１）消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２）連結納税制度の適用
当社は、連結納税制度を適用しております。

５．表示方法の変更
　 ・投資有価証券売却益に関する変更

従来、「特別利益」及び「特別損失」に表示しておりました「投資有価証券売却益」及び「投資有価証
券売却損」は、投資有価証券の一部について、保有目的を政策投資から純投資に変更したことに伴い、
売買の実態をより適切に表示するために、当事業年度より「営業外収益」及び「営業外費用」に表示す
ることといたしました。

６．会計上の見積りの変更
　 ・数理計算上の差異の費用処理年数の変更

数理計算上の差異の費用処理年数については、従業員の平均残存勤務期間の短縮に伴い、一定の年数の
見直しを行った結果、当事業年度より８年から７年に短縮しております。なお、この変更による影響額
は、軽微であります。
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貸借対照表に関する注記
１．担保資産及び担保付債務
１）担保資産

建物及び構築物 229百万円
土地 266百万円

２）担保付債務
長期預り保証金 130百万円
（うち１年以内に償還する長期預り保証金 22百万円）

２．有形固定資産の減価償却累計額 486百万円

３．偶発債務
保証債務残高は次のとおりであります。
　 （相手先） （債務内容） （金額）
賽科尼可有限公司 借入金 276百万円

４．関係会社に対する金銭債権債務
短期金銭債権 419百万円
短期金銭債務 25百万円
長期金銭債権 80百万円

損益計算書に関する注記
　 関係会社との取引高

売上高 41百万円
販売費及び一般管理費 3百万円
営業取引以外の取引高 5百万円

株主資本等変動計算書に関する注記
　 自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増 加 減 少 当事業年度末

普 通 株 式 168,108株 54 株 ― 株 168,162株

（注）増減数の内訳は、次のとおりであります。
単元未満株式の買取請求による増加 54株
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税効果会計に関する注記
繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金であります。

　
関連当事者との取引に関する注記
子会社

属性 名称 住所 資本金 事業内容
議 決 権 等
の 所 有
（被所有）
割合（％）

関係内容
取引内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社

㈱セコニ
ック

東京都
練馬区

350
百万円

事 務 機
器・光学
電子情報
機器・電
装機材

（所有）
　直接
100.00

兼任
5名

不動産
賃貸・資
金の貸付

ビルの賃貸
（注1） 27 ― ―

資金の一部
回収 350 貸付金 400

業務提携料
（注2） 12 売掛金 1

受取利息 5 ― ―

㈱セコニ
ック電子

東京都
練馬区

140
百万円

光学電子
情 報 機
器・電装
機材

（所有）
　直接
100.00

兼任
2名 資金の貸付 資金の貸付

（注3） 80 貸付金 80

賽 科 尼
可 有 限
公司

香港
新界沙田

54,609
千香港
ドル

事 務 機
器・光学
電子情報
機器・電
装機材

（所有）
直接
100.00

兼任
1名 債務保証 債務保証

（注4） ― ― 276

（注）上記金額のうち、取引金額は消費税等を含んでおりません。
取引条件及び取引条件の決定方針等
1. 賃貸料については、近隣の取引実勢などに基づいて決定しております。
2. 業務内容を勘案して、両者協議のうえで決定しております。
3. 貸付金の金利は、市場金利等を勘案して条件を決定しております。
4. 銀行借入に対する保証であります。なお、保証料は受領しておりません。
　

１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 2,999円01銭
２．１株当たり当期純利益 57円36銭

重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

その他の注記
　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2018年５月23日
株式会社セコニックホールディングス
取 締 役 会 御 中

新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 加 藤 敦 貞 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 石 井 広 幸 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社セコニックホールディングスの
2017年４月１日から2018年３月31日までの第83期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細
書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

以 上
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株式に関するご案内
事業年度 ……………………………………………………………………… 毎年４月１日から

翌年３月31日まで
定時株主総会 ……………………………………………………………………… 毎年６月下旬
基準日
定時株主総会関係 ……………………………………………………………… 毎年３月31日
その他臨時に必要ある時は、あらかじめ公告いたします。
配当金支払株主確定日
期末配当金 ……………………………………………………………………… 毎年３月31日
中間配当金 ……………………………………………………………………… 毎年９月30日
単元株式数 …………………………………………………………………………………… 100株
公告方法
当社のホームページ（http://www.sekonic-hd.jp/）に掲載します。
ただし、事故その他のやむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができな
い場合は、日本経済新聞に掲載します。
株主名簿管理人・同事務取扱場所
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部
お問合せ先・郵便物送付先
〒168-8507
東京都杉並区和泉二丁目８番４号
みずほ信託銀行株式会社 証券代行部
電話 0120－288－324（フリーダイヤル）

単元未満株式の買取請求・買増請求について
単元未満株式をご所有の株主様は、単元未満株式の買取請求またはお手元の単元未満株式
と合わせて単元株式となる株式の買増請求をすることができます。お手続きは、お取引の
証券会社へお申し出ください。
なお、特別口座に記録された株式をご所有の株主様は、上記のみずほ信託銀行証券代行部
へお問い合わせください。
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〒154－0001 東京都世田谷区池尻三丁目１番３号
電話（03）5433－3611（代表）
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